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議案第１号 規約及び諸規程の一部改正(案)について 

 
 
 

 福島県水田農業産地づくり対策等推進会議の規約及び諸規程の一部を

改正することとしたい。 

 

 

１ 福島県水田農業産地づくり対策等推進会議規約 

 (1) 改正理由 

    国の平成２６年度補正予算で、「稲作農業の体質強化緊急対策事

業」が設けられたため。 

 

 (2) 改正内容 

    別紙新旧対照表のとおり。 

 

 

２ 諸規程 

 (1) 改正する規程 

  ① 福島県水田農業産地づくり対策等推進会議事務処理規程 

  ② 福島県水田農業産地づくり対策等推進会議会計処理規程 

 

 (2) 改正理由 

    国の平成２６年度補正予算で、「稲作農業の体質強化緊急対策事

業」が設けられたため。 

 

 (3) 改正内容 

    別紙新旧対照表のとおり。 
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福島県水田農業産地づくり対策等推進会議規約の一部改正 新旧対照表  

改  正  後 現     行 
福島県水田農業産地づくり対策等推進会議規約 

平成１６年 ４月 ８日制定  

平成１７年 ４月１８日一部改正

平成１９年 ３月２７日一部改正

平成１９年 ６月１８日一部改正

平成１９年１２月２５日一部改正

平成２０年 ６月２０日一部改正

平成２１年 ３月２７日一部改正

平成２１年 ６月１６日一部改正

平成２２年 ５月１２日一部改正

平成２３年 ５月２３日一部改正

平成２４年 ３月２１日一部改正

平成２５年 ３月１４日一部改正

                 平成２６年  ３月１２日一部改正

平成２６年１２月１７日一部改正

平成２７年   月  日一部改正

目次 （略） 

 

   第１章 ～ 第６章 

 

   第７章 

第２５条  （略） 

 

第２６条 推進会議の資金は、次の各号に掲げるものとする。 

(1)  水田農業改革支援事業（直接支払推進事業費）補助金 
 (2)  国産粗飼料増産対策事業補助金 
(3) 大豆・麦等生産体制緊急整備事業推進費補助金 

 (4)  攻めの農業実践緊急対策事業推進費補助金 

福島県水田農業産地づくり対策等推進会議規約 

平成１６年 ４月 ８日制定 

平成１７年 ４月１８日一部改正 

平成１９年 ３月２７日一部改正 

平成１９年 ６月１８日一部改正 

平成１９年１２月２５日一部改正 

平成２０年 ６月２０日一部改正 

平成２１年 ３月２７日一部改正 

平成２１年 ６月１６日一部改正 

平成２２年 ５月１２日一部改正 

平成２３年 ５月２３日一部改正 

平成２４年 ３月２１日一部改正 

                                平成２５年 ３月１４日一部改正 

平成２６年  ３月１２日一部改正 

平成２６年１２月１７日一部改正 

                                

目次 （略） 

 

   第１章 ～ 第６章 

 

   第７章 

第２５条  （略） 

 

第２６条 推進会議の資金は、次の各号に掲げるものとする。 

(1)  水田農業改革支援事業（直接支払推進事業費）補助金 
 (2)  国産粗飼料増産対策事業補助金 
(3) 大豆・麦等生産体制緊急整備事業推進費補助金 

 (4)  攻めの農業実践緊急対策事業推進費補助金 
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改  正  後 現     行 
(5)  稲作農業の体質強化緊急対策事業推進費補助金 

(6)  負担金 

(7)  前年度繰越金 
(8)  その他の収入 

 

第２７条 ～ 第３０条   （略） 

 

   第８章 

 

第３１条 ～ 第３２条  （略） 

 

 第９章 雑則 

第３３条 （略） 

   附 則 （略） 

   附 則 （略） 

   附 則 （略） 

   附 則 （略） 

   附 則 （略） 

   附 則 （略） 

   附 則 （略） 

   附 則 （略） 

   附 則 （略） 

   附 則 （略） 

   附 則 （略） 

   附 則 （略） 

   附 則 （略） 

附 則 （略） 

   附 則（平成２７年 月  日） 
この規約は、平成２７年 月  日から施行する。 

(5)                       

(6)  負担金 

(7)  前年度繰越金 
(8)  その他の収入 

 

第２７条 ～ 第３０条   （略） 

 

   第８章 

 

第３１条 ～ 第３２条  （略） 

 

 第９章 雑則 

第３３条 （略） 

   附 則 （略） 

   附 則 （略） 

   附 則 （略） 

   附 則 （略） 

   附 則 （略） 

   附 則 （略） 

   附 則 （略） 

   附 則 （略） 

   附 則 （略） 

   附 則 （略） 

   附 則 （略） 

   附 則 （略） 

   附 則 （略） 

附 則 （略） 
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福島県水田農業産地づくり対策等推進会議事務処理規程の一部改正 新旧対照表 

改  正  後 現     行 
福島県水田農業産地づくり対策等推進会議事務処理規程 

         

平成１６年 ４月 ８日制定  

平成１７年 ４月１８日一部改正

平成１９年 １月１０日一部改正

平成１９年 ３月２７日一部改正

平成１９年 ６月１８日一部改正

平成２０年 ６月２０日一部改正

平成２１年 ３月２７日一部改正

平成２１年 ６月１６日一部改正

平成２２年 ５月１２日一部改正

平成２３年 ５月２３日一部改正

平成２４年 ３月２１日一部改正

平成２５年 ３月１４日一部改正

平成２６年 ３月２５日一部改正

平成２７年  月  日一部改正

 

第１・２条 （略） 

 

  （事務処理体制） 

第３条 推進会議の事務処理は、次の表の左欄に掲げる事務局が、同表の中

欄に掲げる事務を分担して行うものとし、同表の右欄に掲げる者を責任者

とする。 

福島県 経営所得安定対策等に係る事

務 

農林水産部水

田畑作課長 

福島県水田農業産地づくり対策等推進会議事務処理規程 

         

平成１６年 ４月 ８日制定   

平成１７年 ４月１８日一部改正 

平成１９年 １月１０日一部改正 

平成１９年 ３月２７日一部改正 

平成１９年 ６月１８日一部改正 

平成２０年 ６月２０日一部改正 

平成２１年 ３月２７日一部改正 

平成２１年 ６月１６日一部改正 

平成２２年 ５月１２日一部改正 

平成２３年 ５月２３日一部改正 

平成２４年 ３月２１日一部改正 

                   平成２５年 ３月１４日一部改正 

平成２６年 ３月２５日一部改正 

                                   

 

第１・２条 （略） 

 

  （事務処理体制） 

第３条 推進会議の事務処理は、次の表の左欄に掲げる事務局が、同表の中

欄に掲げる事務を分担して行うものとし、同表の右欄に掲げる者を責任者

とする。 

福島県 経営所得安定対策等に係る事

務 

農林水産部水

田畑作課長 
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改  正  後 現     行 

経営所得安定対策等の周知お

よび推進に係る事務 

大豆・麦等生産体制緊急整備事

業の実施に係る事務 

攻めの農業実践緊急対策事業

の実施に係る事務 

稲作農業の体質強化緊急対策

事業の実施に係る事務 

その他規約第４条第１項第２

号に係る事務 

福島県農業協同組合中央

会 
水田農業改革支援事業（直接支

払推進事業費）補助金等に係る

事務 

経営所得安定対策等の周知お

よび推進に係る事務 

大豆・麦等生産体制緊急整備事

業推進費補助金に係る事務 

攻めの農業実践緊急対策事業

の実施に係る事務 

稲作農業の体質強化緊急対策

事業の実施に係る事務 

その他規約第４条第１項第２

号に係る事務 

農業対策部長

全国農業協同組合連合会

福島県本部 
経営所得安定対策等の周知お

よび推進に係る事務 
米穀部長 

経営所得安定対策等の周知お

よび推進に係る事務 

大豆・麦等生産体制緊急整備事

業の実施に係る事務 

攻めの農業実践緊急対策事業

の実施に係る事務 

              

          

その他規約第４条第１項第２

号に係る事務 

福島県農業協同組合中央

会 
水田農業改革支援事業（直接支

払推進事業費）補助金等に係る

事務 

経営所得安定対策等の周知お

よび推進に係る事務 

大豆・麦等生産体制緊急整備事

業推進費補助金に係る事務 

攻めの農業実践緊急対策事業

の実施に係る事務 

              

          

その他規約第４条第１項第２

号に係る事務 

農業対策部長 

全国農業協同組合連合会

福島県本部 
経営所得安定対策等の周知お

よび推進に係る事務 
米穀部長 
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改  正  後 現     行 

福島県米穀肥料協同組合 経営所得安定対策等の周知お

よび推進に係る事務 
統括部長 

福島県米麦事業協同組合 経営所得安定対策等の周知お

よび推進に係る事務 
専務理事 

福島第一食糧卸協同組合 経営所得安定対策等の周知お

よび推進に係る事務 
専務理事 

福島県担い手育成総合支

援協議会 

経営所得安定対策等の周知お

よび推進に係る事務 
会長（福島県

農業会議事務

局長） 

福島県耕作放棄地対策協

議会 

経営所得安定対策等の周知お

よび推進に係る事務 
事務局長（福

島県農業会議

農地･経営部

長） 

２ （略） 

 

第４条 （略） 

 

   附 則（略） 

附 則（略） 

    附 則（略） 

    附 則（略） 

    附 則（略） 

    附 則（略） 

      附 則（略） 

   附 則（略） 

   附 則（略） 

福島県米穀肥料協同組合 経営所得安定対策等の周知お

よび推進に係る事務 
統括部長 

福島県米麦事業協同組合 経営所得安定対策等の周知お

よび推進に係る事務 
専務理事 

福島第一食糧卸協同組合 経営所得安定対策等の周知お

よび推進に係る事務 
専務理事 

福島県担い手育成総合支

援協議会 

経営所得安定対策等の周知お

よび推進に係る事務 
会長（福島県

農業会議事務

局長） 

福島県耕作放棄地対策協

議会 

経営所得安定対策等の周知お

よび推進に係る事務 
事務局長（福

島県農業会議

農地･経営部

長） 

２ （略） 

 

第４条 （略） 

 

   附 則（略） 

   附 則（略） 

    附 則（略） 

    附 則（略） 

    附 則（略） 

    附 則（略） 

      附 則（略） 

   附 則（略） 

   附 則（略） 
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改  正  後 現     行 
   附 則（略） 

   附 則（略） 

   附 則（略） 

   附 則（略） 

   附 則（平成２７年  月  日議決） 

   この規程は、平成２７年  月  日から施行する。 

   附 則（略） 

   附 則（略） 

   附 則（略） 

   附 則（略） 
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福島県水田農業産地づくり対策等推進会議会計処理規程の一部改正 新旧対照表 

改  正  後 現     行 
福島県水田農業産地づくり対策等推進会議会計処理規程 

平成１６年 ４月 ８日制定 

平成１６年 ８月２８日一部改正 

平成１７年 ４月１８日一部改正 

平成１９年 １月１０日一部改正 

平成１９年 ３月２７日一部改正 

平成１９年 ６月１８日一部改正 

平成２０年 ３月２６日一部改正 

平成２０年 ６月２０日一部改正 

平成２１年 ３月２７日一部改正 

平成２１年 ６月１６日一部改正 

平成２２年 ５月１２日一部改正 

平成２３年 ５月２３日一部改正 

平成２４年 ３月２１日一部改正 

平成２５年 ３月１４日一部改正 

平成２６年 ３月１２日一部改正 

               平成２７年  月  日一部改正 

 

目次 （略） 

 

   第１章 総則 

 

第１条 （略） 

 

  （適用範囲） 

第２条 推進会議の会計業務に関しては、福島県農産振興事業補助金

交付要綱（平成１６年４月１日付け１６生流第２号農林水産部長通

知）、直接支払推進事業費補助金交付要綱（平成２３年４月１日付け

２２経営第７１３６号農林水産事務次官依命通知）、大豆・麦等生産

福島県水田農業産地づくり対策等推進会議会計処理規程 

平成１６年 ４月 ８日制定 

平成１６年 ８月２８日一部改正 

平成１７年 ４月１８日一部改正 

平成１９年 １月１０日一部改正 

平成１９年 ３月２７日一部改正 

平成１９年 ６月１８日一部改正 

平成２０年 ３月２６日一部改正 

平成２０年 ６月２０日一部改正 

平成２１年 ３月２７日一部改正 

平成２１年 ６月１６日一部改正 

平成２２年 ５月１２日一部改正 

平成２３年 ５月２３日一部改正 

平成２４年 ３月２１日一部改正 

平成２５年 ３月１４日一部改正 

平成２６年 ３月１２日一部改正 

                               

 

目次 （略） 

 

   第１章 総則 

 

第１条 （略） 

 

  （適用範囲） 

第２条 推進会議の会計業務に関しては、福島県農産振興事業補助金

交付要綱（平成１６年４月１日付け１６生流第２号農林水産部長通

知）、直接支払推進事業費補助金交付要綱（平成２３年４月１日付け

２２経営第７１３６号農林水産事務次官依命通知）、大豆・麦等生産
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改  正  後 現     行 
体制緊急整備事業推進費補助金交付要綱（平成２５年２月２６日付

け２４生産第２８４６号）、  攻めの農業実践緊急対策事業推進費

補助金交付要綱（平成２６年２月６日付け２５生産第２９６９号）、

稲作農業の体質強化緊急対策事業推進費補助金交付要綱（平成２７

年 月 日付け２６生産第    号）及び福島県水田農業産地づ

くり対策等推進会議規約（以下「規約」という。）に定めるもののほ

か、この規程の定めるところによる。  

 

 

 

第３条 （略） 

 

  （会計区分） 

第４条 推進会議の会計区分は、次に掲げるとおりとし、事業年度ご

とに区分して経理する。 

（1）水田農業改革支援事業（直接支払推進事業費）補助金等会計 

（2）大豆・麦等生産体制緊急整備事業推進費補助金 

（3）攻めの農業実践緊急対策事業推進費補助金 

（4）稲作農業の体質強化緊急対策事業推進費補助金 

 

２～３ （略） 

 

第５条～第７条 （略） 

 

 （会計事務責任者） 

第８条 （略） 

２ 次の表の左欄に掲げる事務の区分ごとの会計事務責任者は、同表

の右欄に掲げる者とする。 

水田農業改革支援事業（直接

支払推進事業費）補助金等 

福島県農業協同組合中央会農業

対策部長 
 うち福島県担い手育成総 福島県担い手育成総合支援協議

体制緊急整備事業推進費補助金交付要綱（平成２５年２月２６日付

け２４生産第２８４６号）、並びに攻めの農業実践緊急対策事業推進

費補助金交付要綱（平成２６年２月６日付け２５生産第２９６９号） 

                                

                及び福島県水田農業産地づくり

対策等推進会議規約（以下「規約」という。）に定めるもののほか、

この規程の定めるところによる。  

 

 

 

第３条 （略） 

 

  （会計区分） 

第４条 推進会議の会計区分は、次に掲げるとおりとし、事業年度ご

とに区分して経理する。 

（1）水田農業改革支援事業（直接支払推進事業費）補助金等会計 

（2）大豆・麦等生産体制緊急整備事業推進費補助金 

（3）攻めの農業実践緊急対策事業推進費補助金 

（4）                      

 

２～３ （略） 

 

第５条～第７条 （略） 

 

 （会計事務責任者） 

第８条 （略） 

２ 次の表の左欄に掲げる事務の区分ごとの会計事務責任者は、同表

の右欄に掲げる者とする。 

水田農業改革支援事業（直接

支払推進事業費）補助金等 

福島県農業協同組合中央会農業

対策部長 
 うち福島県担い手育成総 福島県担い手育成総合支援協議
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改  正  後 現     行 

合支援協議会事務局が所掌

する事務 

会長（福島県農業会議事務局長）

 うち福島県耕作放棄地対

策協議会事務局が所掌する

事務 

福島県耕作放棄地対策協議会経

理責任者（福島県農業会議農地・

経営部長） 

大豆・麦等生産体制緊急整備

事業推進費補助金 

福島県農業協同組合中央会農業

対策部長 

攻めの農業実践緊急対策事

業推進費補助金 

福島県農業協同組合中央会農業

対策部長 

稲作農業の体質強化緊急対

策事業推進費補助金 

福島県農業協同組合中央会農業

対策部長 

    

       

 

第９条 （略） 

 

   第２章～第７章 

第１０条 ～ 第３７条  （略） 

 

   附 則 （略） 

   附 則 （略） 

   附 則 （略） 

   附 則 （略） 

   附 則 （略） 

   附 則 （略） 

   附 則 （略） 

   附 則 （略） 

   附 則 （略） 

   附 則 （略） 

合支援協議会事務局が所掌

する事務 

会長（福島県農業会議事務局長） 

 うち福島県耕作放棄地対

策協議会事務局が所掌する

事務 

福島県耕作放棄地対策協議会経

理責任者（福島県農業会議農地・

経営部長） 

大豆・麦等生産体制緊急整備

事業推進費補助金 

福島県農業協同組合中央会農業

対策部長 

攻めの農業実践緊急対策事

業推進費補助金 

福島県農業協同組合中央会農業

対策部長 

             

          

              

      

    

       

 

第９条 （略） 

 

   第２章～第７章 

第１０条 ～ 第３７条  （略） 

 

   附 則 （略） 

   附 則 （略） 

   附 則 （略） 

   附 則 （略） 

   附 則 （略） 

   附 則 （略） 

   附 則 （略） 

   附 則 （略） 

   附 則 （略） 

   附 則 （略） 
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改  正  後 現     行 
   附 則 （略） 

   附 則 （略） 

   附 則 （略） 

附 則 （略） 

   附 則（平成２７年 月  日議決） 
  この規定は、稲作農業の体質強化緊急対策事業推進費補助金交

付要綱（仮称）の施行通知日をもって施行するものとし、併せて

第２条の「稲作農業の体質強化緊急対策事業推進費補助金交付要

綱（平成２７年２月３日付け２６生産第２６８７号）」等の関係

する表記を修正する。 
 

   附 則 （略） 

   附 則 （略） 

   附 則 （略） 

附 則 （略） 
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議案第２号  

２７年産米生産数量目標の地域間調整の取り組みについて（案） 
平成２７年 １月２１日 
福島県水田農業産地づくり対策等推進会議 

 
 

 
福島県の平成２７年産米生産数量目標は、３３９,５５０㌧（２６年産

米対比▲８,８７０㌧）と決定された。また、生産数量目標にあわせ、仮
にこれだけの生産となれば２８年６月末の民間在庫量が過去の平均水準
（全国１９９万㌧）になる数量として、「自主的取組参考値」が設定され、
本県に対しては３３４,１３０㌧（生産数量目標対比▲５,４２０㌧）が
示された。本県としては、良食味米産地としての強みを生かしながら需
要に即した主食用米の生産をはかるとともに、水田フル活用による飼料
用米を中心とする非主食用米の生産拡大に取り組み、作付再開地域も含
め県全体の水稲作付面積の維持・拡大をはかるものとする。 
 
１．地域間調整の基本的考え方  
（１）福島県において、作付再開地域は順次拡大しているものの、２７

年産米においても、依然として東日本大震災や原発事故の影響によ
り作付できない地域が見込まれる。このため震災等により作付でき
ない地域と米の生産余力のある地域との間で「生産数量目標」の地
域間調整を実施することにより、非主食用米も含め県内水田を可能
な限り活用し需要に応じた米生産に取り組むものとする。 

 
（２）２７年産米においては、主食用米を巡る需給環境が大きく変化し

ているため、生産者の意向をふまえ早期に制度別生産計画が策定で
きるよう、２６年産の取り組みよりも迅速に地域間調整に取り組む
こととする。 

 
２．地域間調整のすすめ方 

２７年産米においては生産数量目標の深堀りに対するインセンティブ 
（生産数量目標を下回って生産した分に対する５,０００円／１０ａの
産地交付金の追加払い）が設定される見込みであることから、県間調整
は実施しないこととし、以下の考え方にもとづき取りすすめる。 
①生産数量目標の調整は、地域内（ＪＡ内等）での農業者間調整を  

優先して行うことを基本とする。 
②地域内（ＪＡ内等）で調整しきれない場合には、県内で地域をまた
いだ「方針作成者」間調整（または地域再生協議会）を行う。 

③「出し手」意向数量が「受け手」意向数量を超過する場合は、先ず
津波等被災地「出し手」方針作成者（または地域再生協議会）から
の意向数量について優先して地域間調整を実施し、そのうえで「受
け手」意向数量に残余がある場合は、他の「出し手」方針作成者（ま
たは地域再生協議会）で按分して地域間調整を実施する。 
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３．取り組み手順 
（１）第１次調整 

ア． 地域再生協議会等において、２７年度水田農業対策への取り組
み方針を決定し、方針作成者（または地域再生協議会）間調整を
実施する場合は、生産者意向調査を早期（２月～３月上旬）に実
施し、３月３１日(期限厳守)までに「出し手」「受け手」とも県推
進会議に地域間調整意向数量を申し出る。 

イ．県推進会議は方針作成者（または地域再生協議会）から、地域間
調整意向数量を受け付け、以下により、４月１５日までに「受け
手」「出し手」に数量を通知する。 
①「受け手」意向数量＞「出し手」意向数量の場合 
「出し手」意向数量合計を「受け手」意向数量にもとづき按
分のうえ数量を通知する。 

②「受け手」意向数量＜「出し手」意向数量の場合 
「受け手」意向通り数量を通知する。なお「出し手」意向数
量については、「２．③」の考え方にもとづき調整を実施する。
なお、「出し手」数量に未調整分がある場合は第２次調整を実
施する。 

 
（２）第２次調整 

ア．方針作成者（または地域再生協議会）は、５月１５日(期限厳
守)までに、第１次調整で決定した数量以外の地域間調整意向数
量を申し出る。 

イ．県推進会議は方針作成者（または地域再生協議会）から、地域
間調整意向数量を受け付け、以下により、５月３１日までに「受
け手」「出し手」に数量を通知する。 
①「受け手」意向数量＞「出し手」意向数量の場合 
「出し手」意向数量合計を「受け手」意向数量にもとづき按
分のうえ数量を通知する。 

②「受け手」意向数量＜「出し手」意向数量の場合 
「受け手」意向通り数量を通知する。なお「出し手」意向数
量については、「２．③」の考え方にもとづき調整を実施する。 

 
生産数量目標の県推進会議における地域間調整は、第２次調整をも

って終了とする。確認書は、第２次の調整後に第１次分とあわせて締
結する。 

なお、第１次、第２次とも調整後の変更は原則として認めないこと
から、着実に推進可能な数量を申し出るものとする。 

 
４．「受け手」の調整料金 
 「受け手」の調整料金については、生産調整達成者メリットである経 
営所得安定対策に係る米の直接支払交付金が２６年産米から従来の
半額となる７，５００円／１０ａに削減されていること、２６年産主
食用米価格が大幅に低下したことをふまえ１５円／㎏（２６年産米対
比▲５円／ｋｇ）とする。 
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議案第３号 ２７年度産地交付金について（案）

平成２７年 １月２１日

県 水 田 畑 作 課

１ 産地交付金とは

地域の実情に即して、水田で生産する麦・大豆等の戦略作物の生産性向上等の取組

や、野菜等の地域振興作物の生産を支援するものであり、平成２４年度の農業者戸別

所得補償制度の本格実施に併せて産地資金として創設された。

県は、国から配分された資金枠の範囲内で助成内容を設定できる。また、県の判断

によっては配分枠をさらに地域農業再生協議会等に配分し、地域独自に助成内容を設

定することができる。

平成２６年度からは、産地交付金に名称が変更されるとともに、地域の魅力的な産

品（主食用米を除く）の産地づくりに向けた取組をさらに支援する観点から、産地戦

略枠が創設された。

なお、産地交付金は国から事業の加入者に直接交付されるが、県及び地域農業再生

協議会は、需要が期待できる非主食用米の作付の目標や導入する技術など、今後３～

５年間の水田活用の取組方針を記載した水田フル活用ビジョンを作成し、これに沿っ

て産地交付金を活用する。

２ 福島県への年度別枠配分

（単位：百万円）

年 度 配分額 内 訳

23年度 ６２８ 221 その他作物の作付実績に応じた配分

363 22年度モデル対策の激変緩和調整枠

21 畑地における麦、大豆への配分

23 生産数量目標減少量に応じた配分

24年度 ６６３ 前年度内訳

＋35 生産数量目標減少量に応じた配分

25年度 ７１３ 前年度内訳

（当初） ＋50 生産数量目標減少量に応じた配分

26年度 １，２１６ 前年度内訳

（当初） ＋503 生産数量目標減少量に応じた配分

内 産地戦略枠 主食用米以外の作付面積に応じた配分

５７４

27年度 １，２１６ 前年度同額

（当初）

内 産地戦略枠

６４５
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３ 各関係機関の役割

(1) 県

産地交付金の助成内容の設定

(2) 福島県水田農業産地づくり対策等推進会議

産地交付金の助成内容の設定に関する支援

(3) 地域農業再生協議会等

県からの枠配分の範囲内での助成内容の設定、対象作物の要件確認

４ 平成２７年度産地交付金の活用方法

産地交付金については、「福島県の水田農業の振興方策（H26.12.17策定）」（以下、

振興方策という。）の具現化に向けて、戦略作物の生産性向上等の推進や地域振興作

物の生産拡大など地域の実情に応じた作物の振興に活用する。

特に、需要に即した米生産を基本に東日本大震災により減少した水稲の作付面積の

回復を図り、水田を最大限に活用するため、需要拡大が期待できる飼料用米等の取組

みを推進する。

なお、産地交付金の活用方針等を記載する水田フル活用ビジョンについても、振興

方策との整合を図る。

(1) 配分の考え方

ア 県域枠の設定

【当初配分】

(ｱ) 加工用米助成（継続）

酒造向け等の需要の見込める加工用米の生産を推進するため助成を継続する。

助成単価については２６年度と同額とし、複数年契約助成と併せて、生産を

支援する。

a 助成単価

１２，０００円／１０ a （計画面積 ４８５ ha、２，６００トン）

（複数年契約で別途12,000円/10a 助成）

b 要件

①生産性向上、コスト低減のための取組み

②生産の団地化、集積に資する取組み

③共同乾燥・調製施設の活用、収穫機械等の共同利用

④前年度に不作付地だった水田での取組み

(ｲ) 飼料用米助成（継続）

本県においては、２６年度に引き続き多収性専用品種での取組は限定的にな

らざるを得ないと想定されることから、専用品種以外の取組みに対して助成す

る。

a 助成単価

１０，０００円／１０ a （計画面積 ２，２００ ha、１１，８１４トン）
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b 要件

①コスト低減のための取組み

②生産の団地化、集積に資する取組み

③共同乾燥調製施設の活用、収穫機械等の共同利用

④前年度に不作付地だった水田での取組み

(ｳ) 地力増進作物等助成（継続）

「米作付困難地域における地力増進作物等助成」については、東日本大震災

から４年を経過し、パイプライン等水利施設等の復旧が進んだものの、以前と

して水稲作付が困難な水田が存在するため助成を継続する。

a 助成単価

１０，０００円／１０ a （計画面積 1０ ha）

b 対象地域

次のいずれかの水田とする。ただし、福島県営農再開支援事業を活用して地

力増進作物等を作付けできる水田を除く。

①「東日本大震災に伴う水稲作付困難地域畑作促進緊急措置について」に基

づく、水稲作付困難地域指定申請書の地域内にある水田

②津波被害を受けた水田のうち、塩分濃度が高い等により水稲作付けが困難

な水田

【追加配分】

(ｴ) 備蓄米助成（継続）

主食用米の需給調整の取組を推進するため、落札数量に応じて追加配分され

る配分枠を活用し、備蓄米への助成を継続する。

単価は、国からの交付単価とする。

a 助成単価

７，５００円／１０ a （計画面積 ３，７２４ ha、２０，０００トン）

（優先枠の数量）

b 要件

国の備蓄米として落札したもの

(ｵ) 複数年契約助成（継続）

加工用米について、３年間以上の契約による取組に対して助成する。

単価は、国からの交付単価とする。

なお、(ｱ)の加工用米助成との重複助成を可能とする。

a 助成単価

１２，０００円／１０ a

b 要件

３年間以上の契約に基づく取組
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(ｶ) 多収性専用品種助成（継続）

飼料用米、米粉用米について、多収性専用品種による取組に対して助成する。

単価は、国からの交付単価とする。

a 助成単価

１２，０００円／１０ a

b 要件

多収性専用品種（「需要に応じた米生産の推進に関する要領」別紙３別表に

記載された品種及びたちすがた又はアキヒカリ）による取組

(ｷ) そば・なたね助成（継続）

平成２６年度に水田活用の直接支払交付金（戦略作物助成）から産地交付金

に移行したそば・なたねに対して助成する。

a 助成単価

２０，０００円／１０ a（二毛作は１５，０００円／１０ａ）

b 要件

ＪＡ等と実需者等との間で締結された販売契約に基づくＪＡ等との出荷契約

又は実需者等との販売契約を締結していること。

(ｸ) その他

主食用米作付面積が生産数量目標の面積換算値を下回った都道府県に追加配

分される枠（５，０００円／１０ａ）については、飼料用米（一般品種）の取

組の県域枠助成に上乗せして活用する。

なお、追加配分による上乗せ助成した合計の交付単価が１２，０００円／

１０ａを超える場合には、加工用米の取組及び多収性専用品種（飼料用米・米

粉用米）の取組を含めて均等に上乗せして活用する。

※・各助成の要件等は、東北農政局との協議を経て後日決定する。

・各配分枠については、所要額が配分枠を超過した場合は、単価調整を行う。

イ 地域枠の設定

地域においては、２６年度より新たに設けられた産地戦略枠を有効に活用する

ため、振興方策に掲げる収益性の高い園芸作物の導入による複合経営の確立や、

地域の魅力的な産品（主食用米を除く）の産地づくりに向けた取組への支援をさ

らに拡大させる。

(ｱ) 地域協議会に対する配分は、２６年度と同額とする。

(ｲ) 地域枠の未活用額については、県域枠として活用する。
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